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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期
第１四半期
連結累計期間

第24期
第１四半期
連結累計期間

第23期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 （百万円） 39,950 42,269 174,654

経常利益 （百万円） 636 747 1,867

四半期（当期）純利益 （百万円） 386 427 1,051

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 564 420 1,542

純資産額 （百万円） 22,918 23,721 23,563

総資産額 （百万円） 50,459 55,779 51,228

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 56.84 62.80 154.61

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.8 42.4 45.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．第23期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。第23期及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、当第１四半期連結累計期間において、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動があったもの

の、基調的には緩やかな回復を続けております。また、海外につきましては、先進国を中心に緩やかに回復してお

り、中国経済もひところに比べて幾分低めではあるものの、安定した成長を続けております。

エレクトロニクス業界におきましては、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動が発生しており、また、

Windows XPのサポート終了に伴うパソコン買い替え需要の反動も出ております。一方で、４Ｋテレビの認知度の高

まりもあり、テレビ販売は世界的に堅調な動きを見せております。また、中国においては、高速通信サービスへの

移行もあり、携帯電話市場は成長を続けております。

このような状況下、当社グループは、PC向けにDRAM及びSSDを拡販し、テレビ市場の底打ち感から液晶テレビ

バックライト用LEDの販売が伸び、また、DRAM価格が安定したこともあり、売上高422億69百万円（前年同期比

5.8％増）、営業利益６億70百万円（前年同期比24.9％減）、経常利益７億47百万円（前年同期比17.5％増）、四

半期純利益４億27百万円（前年同期比10.5％増）となりました。

 

　また、当第１四半期連結累計期間のセグメント別の業績は、次のとおりであります。

 

　　（日本）

　消費税増税前駆け込み及びWindows XPのサポート終了による、PC需要の反動があったものの、法人向けは比較的

堅調であり、また、サーバー向けにDRAMの販売が増えたことから、このセグメントの売上高は270億42百万円（前

年同期比6.0％増）、セグメント利益５億１百万円（前年同期比40.2％減）となりました。

　　（海外）

　中国市場でNAND FLASHの販売が堅調な一方、中国現地テレビメーカー向けに液晶パネルを拡販したこと等から、

このセグメントの売上高は188億74百万円（前年同期比3.3％増）、セグメント利益１億77百万円（前年同期比

181.8％増）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

四半期報告書

 3/17



(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因は以下のとおりであります。

・ 市場における半導体需給（価格）の変動及び価格競争の激化

・ 急激な為替の変化

・ 金利の動向

・ 仕入先及び取引先の業界における競争力

・ デジタル家電メーカーを中心とした、事業の「選択と集中」による合従連衡の動向

・ 震災等の災害

 

わが国経済の先行きは、緩やかな回復基調を続け、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響も次第に

和らいでいくとみられております。海外経済につきましても、先進国を中心に、緩やかに回復していくとみられる一

方、中国経済については、ひところに比べて幾分低めで、安定した成長を続けると考えられます。

エレクトロニクス業界については、スマートフォンの新商品向けの出荷もあって、持ち直しがよりはっきりとし

てくると考えられますが、国内携帯端末メーカーは依然として苦戦を強いられると予想されます。PCについては、買

い替え需要は一服したものの、年末商戦までは一定の需要が続くとの見方もあります。また、４Ｋテレビ及びウエア

ラブル端末等に期待が集まりますが、普及にはまだ時間がかかると見られております。

このような環境下、当社グループは、既存ビジネスの維持・拡大は勿論のこと、新しい商材、市場及び分野へ積

極的に取り組んで参ります。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、557億79百万円（前連結会計年度末比8.9％増）となりました。これは主

に受取手形及び売掛金が増加したことによるものです。一方、負債は320億57百万円（前連結会計年度末比15.9％

増）となりました。これは主に短期借入金の増加によるものです。純資産は237億21百万円（前連結会計年度末比

0.7％増）となりました。これは主に四半期純利益の計上と配当金の支払によるものです。

　当社グループの主な資金需要は、商品の購入代金と人件費等の販売費及び一般管理費の支払によるものでありま

す。これらの資金需要に対し、主として金融機関からの借入により調達しており、主な通貨は日本円及び米ドルであ

ります。

　また、売上債権の流動化の枠組みを構築し、調達手段の多様化も図っております。なお、当社は運転資金の機動性

を確保するため、取引金融機関と100億円の貸出コミットメントライン契約を締結しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　　　　　　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成26年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成26年８月14日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,802,000 6,802,000

 

東京証券取引所市場第一部

 

単元株式数

100株

計 6,802,000 6,802,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 6,802,000 － 2,054 － 1,984

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式                  －                  － －

議決権制限株式（自己株式等）                  －                  － －

議決権制限株式（その他）                  －                  － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式       400                  － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 6,801,100              68,011 －

単元未満株式  普通株式       500                  － －

発行済株式総数           6,802,000                  － －

総株主の議決権                  －              68,011 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の株式が1株含まれております。

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社トーメンデバイス
東京都中央区晴海

一丁目８番12号
400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

 

 

２【役員の状況】

 　  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平

成26年４月１日から平成26年６月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改

正する内閣府令」（平成26年３月28日内閣府令第22号）附則第７条第２項により、第20条及び第22条第３号について

は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。比較情報については、改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

四半期報告書

 7/17



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,137 1,788

受取手形及び売掛金 ※１ 30,760 ※１ 37,596

商品 16,492 12,846

前渡金 1,334 2,278

繰延税金資産 135 95

その他 404 246

流動資産合計 50,264 54,851

固定資産   

有形固定資産 50 63

無形固定資産 138 122

投資その他の資産 773 742

固定資産合計 963 928

資産合計 51,228 55,779

負債の部   

流動負債   

買掛金 10,158 10,959

短期借入金 ※２ 14,294 ※２ 17,796

未払法人税等 130 259

賞与引当金 92 39

未払金 143 287

その他 586 451

流動負債合計 25,406 29,793

固定負債   

長期借入金 2,000 2,000

退職給付に係る負債 220 226

その他 37 38

固定負債合計 2,258 2,264

負債合計 27,664 32,057

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,054 2,054

資本剰余金 1,984 1,984

利益剰余金 19,117 19,282

自己株式 △0 △0

株主資本合計 23,154 23,319

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 80 80

繰延ヘッジ損益 △11 19

為替換算調整勘定 292 250

その他の包括利益累計額合計 360 349

少数株主持分 48 52

純資産合計 23,563 23,721

負債純資産合計 51,228 55,779
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 39,950 42,269

売上原価 38,406 41,115

売上総利益 1,544 1,153

販売費及び一般管理費 651 483

営業利益 892 670

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 3 4

仕入割引 76 81

為替差益 - 24

持分法による投資利益 17 1

その他 12 0

営業外収益合計 109 113

営業外費用   

支払利息 18 23

債権売却損 3 4

支払手数料 4 4

為替差損 335 -

その他 3 4

営業外費用合計 366 37

経常利益 636 747

税金等調整前四半期純利益 636 747

法人税等 246 315

少数株主損益調整前四半期純利益 389 431

少数株主利益 2 4

四半期純利益 386 427
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 389 431

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 48 0

繰延ヘッジ損益 43 31

為替換算調整勘定 83 △42

その他の包括利益合計 174 △11

四半期包括利益 564 420

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 546 416

少数株主に係る四半期包括利益 17 4
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、ATMD Electronics (Shenzhen) Limited及びATMD Electronics (Shanghai)

Limitedは重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等が平成26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを

除く。）を適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計

上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、

当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価

の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更して

おります。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

ただし、該当する取引がなかったため、当第１四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表及び当第１四半

期連結累計期間の四半期連結損益計算書への当該会計基準等の早期適用による影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

受取手形及び売掛金 360百万円 367百万円

 

※２　当社は、資金調達の機動性確保等を目的として、金融機関４行とコミットメントライン設定契約を締結し

ております。コミットメントラインに係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

コミットメントラインの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 10,000 10,000
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

      当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 19百万円 20百万円

 

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

　配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月24日

定時株主総会
普通株式 340 50  平成25年３月31日  平成25年６月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

　配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 272 40  平成26年３月31日  平成26年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 日本 海外 合計

売上高    

外部顧客への売上高 21,700 18,250 39,950

セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,820 18 3,838

計 25,521 18,268 43,789

セグメント利益 838 62 901

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　（単位：百万円）

　利益 金額

　報告セグメント計 　   901

　その他の調整額 　   △8

　四半期連結損益計算書の営業利益 　   892
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 日本 海外 合計

売上高    

外部顧客への売上高 23,422 18,846 42,269

セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,619 27 3,647

計 27,042 18,874 45,916

セグメント利益 501 177 679

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　（単位：百万円）

　利益 金額

　報告セグメント計 679

　その他の調整額 △8

　四半期連結損益計算書の営業利益 670

 

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

四半期報告書

14/17



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額    56円84銭    62円80銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（百万円）   386 427

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）    386 427

普通株式の期中平均株式数（千株）   6,801 6,801

　　　（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成26年８月８日

株式会社トーメンデバイス

取　締　役　会　御　中

 

あらた監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山 田　雅 弘

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大 橋　佳 之

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーメ

ンデバイスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日

から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーメンデバイス及び連結子会社の平成26年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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